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平成２８年度 一般会計決算見込について 

 

 

１ 総 括  

 

 

 

 

 

 

   ※実質収支：当該年度の歳入と歳出の差から翌年度へ繰り越す財源を除いた、いわゆる剰余金。 

 

 ○歳入総額、歳出総額ともに昨年度より減少。いずれも平成２６年度以来２年ぶりの減少。 

○地方消費税減少に伴う影響により、歳入において地方消費税清算金が、歳出において地方消費税市 

町村交付金をはじめとする諸支出金が減少。 

 ○上記の他、歳入においては過去の税制改正の影響により地方譲与税が減少。歳出においては、投資

的経費が増加したことにより土木費、商工費が増加した一方、県債発行を抑制してきたことにより

公債費が減少。 

 
 

   ＜主な指標等＞                                                                   

     ○経常収支比率        ９４．２％（Ｈ27 ９２．２％） 

   ※経常収支比率：地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源に対し、人件費、扶 

助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費がどの程度の割合となっているかをみて、財政 

構造の弾力性を判断する指標 

 

 

     ○県債発行残高の状況 

         Ｈ２８年度末現在高        １兆５，２３３億円（県民１人当たり７３７千円） 

       （Ｈ２７年度末現在高        １兆５，０２１億円（県民１人当たり７２３千円）） 

            

      うち臨時財政対策債 

          Ｈ２８年度末現在高      ５，７８７億円（県民1人当たり２８０千円） 

        （Ｈ２７年度末現在高      ５，５５６億円（県民1人当たり２６８千円）） 
                           
      うち臨時財政対策債以外 

          Ｈ２８年度末現在高     ９，４４６億円（県民1人当たり４５７千円） 

        （Ｈ２７年度末現在高     ９，４６５億円（県民1人当たり４５６千円）） 

 

    ○積立基金の状況 

        Ｈ２８年度末現在高         ８３７億円（県民１人当たり４１千円） 

       （Ｈ２７年度末現在高         ９１０億円（県民１人当たり４４千円）） 

  

歳  入  総  額   ８，１１８億円 （Ｈ27 ８，２４０億円） 

歳  出  総  額     ７，９８６億円 （Ｈ27 ８，１２７億円） 

実  質  収  支        ６２億円 （Ｈ27    ６８億円） 
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２ 歳 入  

 

  歳入総額は８，１１８億円で、前年度（８，２４０億円）に比べ１２２億円（１．５％）の減とな

った。 
 

 

 (1) 県 税 

  ・ ２，３９２億円で前年度（２，３６７億円）に比べ、２５億円（１．１％）の増となった。 

  ・ これは、企業収益の回復及び過去の税制改正の影響により法人事業税が増収となったことなど

によるものである。 

  ・ また、徴収率は、前年比０．１ポイント増の９７．８％となり、６年連続で前年度を上回った。 

 

 【増の主なもの】 

    法人事業税                             16.3％         69億円（  422 →  491億円） 

    自動車取得税                            8.4％          2億円（    27 →    29億円） 

 

 【減の主なもの】 

個人県民税                 ▲ 1.7％      ▲ 12億円（   736 →   724億円） 

法人県民税             ▲ 14.0％      ▲ 14億円（    99 →    85億円） 
地方消費税               ▲  1.9％      ▲  9億円（   471 →   462億円） 

 

 

 (2) 地方消費税清算金 

  ・ ６８６億円で前年度（７６５億円）に比べ、７９億円（１０．４％）の減となった。 

  ・ これは、地方消費税に連動して減収となったものである。 

 

 
 

 (3) 地方譲与税 

  ・ ３１６億円で前年度（３７４億円）に比べ、５８億円（１５．４％）の減となった。 

  ・ これは、過去の税制改正の影響で地方法人特別譲与税が減収したことなどによるものである。 

 

 

 (4) 地方交付税    
  ・  １，７５５億円で、前年度（１，７３９億円）に比べ１６億円（０．９％）の増となった。 
 

  【増の主なもの】 

        普通交付税                    0.9％       15億円（ 1,714 → 1,729億円） 

 

 

 (5) 使用料及び手数料 

   ・ １３４億円で、前年度（１１７億円）に比べ１７億円（１４．５％）の増となった。 

  ・  これは、公立高等学校の授業料無償化の見直しに伴い高等学校授業料などが増となったことに

よるものである。 
 

  【増の主なもの】 

    高等学校授業料             48.4％         16億円（   34 →   50億円） 
 
 
 (6) 国庫支出金 

・ ９０４億円で、前年度（９３４億円）に比べ３０億円（３．２％）の減となった。 

  ・ これは、国の補正予算に伴う交付金などが減となったことによるものである。 
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  【減の主なもの】 

    地域消費喚起・生活支援型交付金     皆減   ▲ 20億円（   20 →     0億円） 

地方創生先行型交付金          皆減   ▲ 14億円（   14 →     0億円） 

医療介護提供体制改革推進交付金（介護分） 

▲ 83.0％     ▲ 24億円（    29 →     5億円） 

河川災害復旧費国庫負担金      ▲ 79.2％     ▲ 23億円（    29 →     6億円） 
市町村合併支援道路整備事業費国庫補助金 

▲ 96.6％     ▲ 21億円（    22 →     1億円） 

 

  【増の主なもの】 

    南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災対策事業費補助金 

   皆増      68億円（    0 →    68億円） 

 

 

 (7) 繰 入 金 

   ・ １５１億円で、前年度（１３４億円）に比べ１７億円（１２．５％）の増となった。 

・ これは、財政調整基金を取り崩したことなどによるものである。 
 

  【基金繰入金の主なもの】 

    財政調整基金              481.8％       57億円（   12 →   69億円） 

    地域医療再生臨時特例基金           皆減     ▲ 17億円（   17 →     0億円） 

    緊急雇用創出事業臨時特例基金       ▲ 70.6％     ▲ 11億円（    16 →     5億円） 

    農地中間管理事業等推進基金       ▲ 91.6％     ▲  8億円（     9 →     1億円） 

 

 

 (8) 県 債 

   ・ １，１８８億円で、前年度（１，２０２億円）に比べ１４億円（１．２％）の減となった。 

  ・ これは、臨時財政対策債などが減となったことによるものである。 
 

    【減の主なもの】 

        臨時財政対策債                 ▲ 19.2％      ▲ 99億円（  514 →   415億円） 

 

  【増の主なもの】 

        一般単独事業債                   32.1％         67億円（  210 →   277億円） 

       公共事業等債                    5.7％         20億円（  361 →   381億円） 
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３ 歳 出  

 

   歳出総額は７，９８６億円で、前年度（８，１２７億円）に比べ１４１億円（１．７％）の減と

なった。 
 

 

 (1) 総 務 費 

  ・ ４９４億円で、前年度（５４３億円）に比べ４９億円（９．１％）の減となった。 

    ・ これは、財政調整基金積立金などが減となったことによるものである。 

 

  【減の主なもの】 

    財政調整基金積立金         ▲ 99.6％     ▲51.9億円（  52.1 →   0.2億円） 

    県有施設整備基金積立金            ▲ 47.0％     ▲  27億円（    57 →    30億円） 

ぎふ清流文化プラザ整備事業費        皆減    ▲  14億円（    14 →     0億円） 

地域住民生活等緊急支援交付金事業費（地域消費喚起・生活支援型） 

皆減    ▲  20億円（    20 →     0億円） 

 

  【増の主なもの】 

    岐阜県防災情報通信システム整備事業費 

9,592.3％          63億円（     1 →    64億円） 

 

 

 (2) 民 生 費 

  ・ １，０９７億円で、前年度（１，０９１億円）に比べ６億円（０．５％）の増となった。 

    ・ これは、老人福祉施設整備事業費補助金などの減の一方、後期高齢者医療費助成費などの社会 

保障関係経費が増となったことによる微増である。 
 

  【増の主なもの】 

    新福祉友愛プール整備事業費         229.4％         8億円（     4 →    12億円） 

        後期高齢者医療費助成費                2.5％         4億円（   178 →   182億円） 

    後期高齢者医療財政安定化基金事業交付金 皆増         6億円（     0 →     6億円） 
 

  【減の主なもの】 

    老人福祉施設整備事業費補助金    ▲ 76.8％    ▲  6億円（     8 →     2億円） 

    介護福祉士修学資金等貸付事業費補助金 

▲ 88.0％    ▲  6億円（     7 →     1億円） 

 

 

 (3) 衛 生 費 

  ・ ２３５億円で、前年度（２３９億円）に比べ４億円（１．７％）の減となった。 

    ・ これは、独立行政法人運営費負担金などの増の一方、希望が丘こども医療福祉センター整備事 

業費などが減となったことによる微減である。 

 

  【減の主なもの】 

   希望が丘こども医療福祉センター整備事業費 

 皆減    ▲  13億円（    13 →     0億円） 

総合医療センター障がい児病棟整備事業費補助金 

皆減    ▲   3億円（     3 →     0億円） 

 

  【増の主なもの】 

独立行政法人運営費負担金       15.8％        7億円（    41 →    48億円） 
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 (4) 労 働 費 

  ・ １４億円で、前年度（１９億円）に比べ５億円（２４．９％）の減となった。 

    ・ これは、国の補正予算に伴う緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費などが減となったことに 

よるものである。 

 

  【減の主なもの】 

    緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費    皆減      ▲  5億円（    5 →     0億円） 

 

 

 (5) 農林水産業費 

  ・ ４３５億円で、前年度（４３０億円）に比べ５億円（１．０％）の増となった。 

  ・ これは、農道整備事業費などの減の一方、中央家畜保健衛生所整備事業費などが増となったこ 

とによる微増である。 

 

    【増の主なもの】 

    中央家畜保健衛生所整備事業費       3,170.9％       15.1億円（   0.5 →   15.6億円） 

    野菜産地強化特別対策条件整備事業費    皆増        13億円（   0 →    13億円） 

 

    【減の主なもの】 

農道整備事業費                      ▲ 39.0％    ▲  9億円（  23 →   14億円） 

治山事業費                        ▲  8.5％    ▲  5億円（  61 →   56億円） 

機構集積協力金交付事業費補助金      ▲ 84.8％   ▲ 8億円（   9 →    1億円） 

 
 
 (6) 商 工 費 

  ・ ４６２億円で、前年度（４２１億円）に比べ４１億円（９．７％）の増となった。 

    ・ これは、南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災対策事業費などが増となったことによるものであ 

る。 

 

【増の主なもの】 

    南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災対策事業費 

               皆増       76億円（    0 →    76億円） 

    岐阜かかみがはら航空宇宙博物館リニューアル整備事業費 

             190.1％       7億円（    3 →    10億円） 

    成長産業人材育成センター整備事業費 1,372.9％       1.6億円（  0.1 →  1.7億円） 

 

    【減の主なもの】 

    中小企業制度融資貸付金           ▲ 15.0％    ▲ 46億円（  303 →   257億円） 

 

 

 (7) 土 木 費 

  ・ ９１１億円で、前年度（８６７億円）に比べ４４億円（５．１％）の増となった。 

  ・ これは、投資的経費の事業量が増となったことによるものである。 
 

    【増の主なもの】 

    直轄道路事業負担金               16.0％       25億円（   154 →   179億円） 

    道路橋りょう維持費               13.7％       17億円（   122 →   139億円） 

    河川改良費                   18.3％       10億円（   54 →    64億円） 

    砂防事業費                   27.0％       11億円（    41 →    52億円） 

    街路事業費                   24.3％        8億円（   31 →    39億円） 
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    【減の主なもの】 

    道路橋りょう改築費             ▲ 10.2％     ▲ 23億円（   222 →   199億円） 

 

 

 (8) 教 育 費 

  ・ １，８５９億円で、前年度（１，８３６億円）に比べ２３億円（１．２％）の増となった。 

・ これは、岐阜希望が丘特別支援学校整備事業費などの減の一方、高等学校授業料無償化の見直 

しに伴う就学支援金の増などによる微増である。 
 

  【増の主なもの】 

        公立高等学校等就学支援金          48.8％       14億円（   29 →    43億円） 

岐阜清流高等特別支援学校整備事業費 1,685.7％       14億円（     1 →    15億円） 
 
    【減の主なもの】 

岐阜希望が丘特別支援学校整備事業費 ▲ 84.4％    ▲   6億円（     7 →     1億円） 
 
 
 (9) 災害復旧費 

  ・ ２４億円で、前年度（７６億円）に比べ５２億円（６８．２％）の減となった。 

    ・ これは、過去に発生した災害の復旧経費が減となったことによるものである。 

 

    【減の主なもの】   

    河川災害復旧費                ▲ 79.2％     ▲  34億円（   43 →    9億円） 

    道路橋りょう災害復旧費            ▲ 40.6％     ▲   7億円（   17 →   10億円） 

    農地災害復旧費                ▲ 75.1％     ▲   5億円（    6 →    1億円） 

    林業用施設災害復旧費             ▲ 84.8％     ▲ 2.7億円（  3.2 →  0.5億円） 

 

 

 (10) 公 債 費 

  ・ １，１４７億円で、前年度（１，２１１億円）に比べ６４億円（５．３％）の減となった。 

    ・ これは、県債発行を抑制してきたことによるものである。 

 

 

 (11) 諸 支 出 金 

  ・ ８５６億円で、前年度（９２９億円）に比べ７３億円（７．９％）の減となった。 

  ・ これは、地方消費税減少に連動した地方消費税の市町村交付金及び清算金の減などによるもの 

である。 

 

    【減の主なもの】 

    地方消費税市町村交付金           ▲ 10.3％     ▲  40億円（  386 →  346億円） 

    地方消費税清算金           ▲  3.4％     ▲  16億円（  458 →  442億円） 

    株式等譲渡所得割市町村交付金      ▲ 70.2％     ▲  12億円（   17 →    5億円） 

    配当割市町村交付金           ▲ 42.0％     ▲   7億円（   17 →   10億円） 


